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項 目 i 57年 」 60年1 1増減率
■
商業集積数 ！ 12，745■■ ・ら…1 0．5■






従業員数 217．6人■■ 211．6人 一1．0


































































































































































































































































































































・・年1 60年，増減率 57年 ・・年1増滅率
一
類型A 43 46≒ 51 3．6 76 71 一2．3類型B 298 381 402 1．9 591 522 一4．2類型C 317 628 628 O．O 816 731 一3．7
合　計 657 1，055 ユ，081 ■■ O．8 1，483 　　一1・3241一3．8
「商業統計」より作成
336集積においては第1種，第2種大型店とも商店数の純増減はなく，大型店
数は同じである。少なくとも第1種，第2種いずれかが増加したのが95集積で
ある。減少したのは165である。のこりの31集積は第1種，第2種の増減が椙
反している。
　さて，本節での主題である大型店の商店数に与える影響に移ることにする。
夫型店のある商業集積地区全体での小売業商店数の年平均増減率は一1－0で，
小売業全体の一1．9よりは増減率が低いものの，商業集積地区全体の一1．2と
は0，2ポイントの差でしかたい。これを，第1種，第2種の大型店の商店数の
増滅ごとにみると，図表一16のようになっており，全体でみると4x4のマト
リックスのなかで増加したセルは6セルであ乱増減率の大きいものは第1種
増加，第2種緯持の4．3％，第1種減少，第2種増加の3．6劣，第1種，第2
種共に増加の2，7％などとなっている。小売業商店数の減少はこれら以外の10
セルにおいておこっている。なかでも，第1種，第2種ともに減少の場合一3．O
劣の増滅率となっている。また，第1種，第2種の一方が維持，他方が減少の
場合は一2，Oの増減率となっている。また，第1種，第2種ともに大型店の商
店数が縫持の場合，小売業の商店数の増滅率は一1．5％であり，小売業全体の
増減率の一1．9劣より高いものの，集積全体の増減率である一1．2％よりは低
くなっている。
　1488
　　　　　　　　立地環境特性からみた目本の商業構造　　　　　　　　385
　次に，階層別に大型店の影響をみると，小売商店数の増加しているセル数は，
各々の16セルのうち，類型Aが2，類型Bが4，類型Cが7と，階層が上がる
にLたがって増えている。さらに，全16セルのうち，（類型Aの増減率）＜（類
型Bの増減率）く（類型Cの増減率）となっているセルが14ある。したがって，
犬型店の増減のパターソが同じの蒔に階層が高い方が店舗の増減率が高いこと
がわか乱類型ごとの増減率が上記の順にならないのは，第1種が減少，第2
種が増加の場合と，第1種が維持，第2種が減少の2つのセルである（図表一
16参照）。
　昭和57年と昭和60年の2時点の調査を利用しているので，短期間の時間幅で
あることと，ここに利用Lているデータが大型店の増減と商店数の増減に関す
る因果のデータを含んでいないことから，単純に大型店と一般商店の増減の関
図表一16大型店の増減別，集積階層別商店数の年平均増減率
第2種犬規模小売店舗
減少維持増加合計
第
1
種
大
規
模
小
売
店
少一・・1一ふ・一・．・1一・…　　　一61r一α・
維
持
増一2・61－2・1
加　α・1一・．・・．ギ・・
一1　2・2’
　　2．7
合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．6
計一1・・1－1・・j」α・1一｝　　㏄・1
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係を述べることは困難である。Lかしながら，次のようなことはいえる。まず，
大型店が存在Lている商業集積においては，商業集積全体より商店数の増減率
は高くなっている。しかし，犬型店数が変わらない場合，商店数の増減率は，
商業集積全体の増減率より低くなっており，犬型店の存在は商店数の減少に影
響を及ぼしていると思われ飢大型店数の増加の場合，商店数は約3年以内程
度のレンジにおいてぱ小売業の商店数は増加している。逆に，犬型店数が減少
した場合，小売商店数も減少Lてい乱したがって，犬型店の出店は当該商業
集積の商店数を増加させることになることがわかる。つまり，大型店が増加す
るような場所では，小売業全体の活性化になり，大型店が転出してしまうよう
な場所では，小売業全体が停滞化していることにな飢なお，これは犬型店が
出店した商業集積の商店数の動向であり，大型店の出店Lた商業集積の周辺の
商業集積への影響はわからないわげである・また，商業集積の階層が上がると，
商店数の増減率が上昇することがわかる。
5．商業集積の今後
　昭和60年の「商業統計」における商店数の減少に関わる商業構造の解明を，
商業集積の観点からおこなってきれ全体の約4割の商店が商業集積にあるわ
げだが，今回の減少においてその寄与率は25％であった。つまり，減少Lた店
舗のうち，4分の3は商業集積以外で発生Lているわげである。そのたかで特
に住宅地区が多くなっている。商業集積以外においては産業別にみると飲食料
品小売業の商店数が多く，減少した店舗も飲食料品小売業がもっとも多く，今
回の商店数減少の半数近くが商業集積以外での飲食料品小売業となっている。
減少Lている業種が伝統的な業種であり，また，大型店やコンビニエンス・ス
トアの存在などを考えると，商業集積以外におげる商店数の減少傾向は継続す
るものと思われる。住宅地におげる商店数の減少には，土地利用に関して都市
計画法の用途地域の設定により商店を新たに設げることができないことが影響
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を及ぼしていることも考えられ私さらに，大型店の出店調整と同時に申小商
業振興政策カミとられているが，商店街組織を中心としたものが多く，住宅地区
に単独で存在する商店については振興政策の対象となってこなかったことも影
響していると推測される。ωこのことは言葉を換えれぱ，従来からおこなわれ
ているのは商店街政策であり，商店政策ではなかったといえる。
　住宅地におげる商店は主に最寄品を扱っており，単独で存在する場合，1店
の転廃業がそのまま，消費著の買物利便の低下につながる場合がある。もちろ
ん，現在では，移動販売，通信販売，宅配スーパーなどの無店舗販売や生揚の
共同購入などがあり，店舗の転廃業がそのまま買物利便の低下につたがるわげ
ではない。しかしながら，商業集積以外においては，買物利便が著しく低下す
るような場合には，買物利便がある程度維持できる政策がとられる必要があ
る。そこにおげる視点は，犬型店に対する中小規模店の保護育成ではなく，地
域生活者の買物利便のための商店の雑持に転換されることになり，そのなかで
の中小規模店の存在が検討されるべきであ飢また，商店が減少して買物利便
が低下した場合，商店の存在しない地域の住民に対する宅配に係わる費用の補
功であるとか，商業集積への公共交通手段の確保といった政策が考えられるべ
きである。
　商業集積においては，この3年問に，商業集積を構成する商店数は51．2店か
ら48．2店へと減少しているが，商業集積数自体は12，745から12，947へと202集
積の純増となっている。地域生活者の買物利便からみれぱ，商店数が減少して
もユ業種に最低1店あれぱ，商業集積の規模が小さくなっても買物利便の低下
はある程度避けることができ孔この3年問で1商業集積当たり3店の商店が
転廃業したわげだが，例えぱ，サービス業への転業であれぱ，商業集積の構成
要素として継続していると判断でぎるわげである。しかしながら，廃業して，
その地点がたにも行われないままである場合，商業集積のいわゆる歯抜げ状態
となる。歯披け状態は商業集積としての魅力を欠くことになる。この状態にな
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らないようにする必要があり，これだげ減少商店数が多くなると，店舗移動が
検討されねぱならない。今までいわれてきたわりには，なかなか実施されてい
たかったが，商店数の滅少時期に入り店舗移動を行なわないわげにはいかなく
なってくる。
　昭和56年度のr商店街実態調査」によると，商店街が当面Lている問題点の
第3位にr駐車場がない」（31．8劣）が挙げられている（中小企業庁，1972，77
頁）が，店舗移動によって生じた空間を駐車場とすることにより，この間題ば
解決するといえる。これは商店数の増加傾向にあっては不可能であったが，商
店数が減少傾向にある今日，大いに実現可能となり，自動車利用客への対応と
して注目される。自動車利用の場合，徒歩の場合と買物距離のスケールが自ず
と異なる。つまり，消費者の商業集積選択の範囲が大きくなるわげである。そ
の結果，商業集積問の競争が生じることになる。さらに，1商業集積内に1業
種複数店舗の場合，商店にとっては個店レベルの競争が主であったが，1業種
1店舗になると，その競争相手が存在しなくなり，この面からも商業集積聞の
競争が激しくなると思われる。消費者がある商業集積を選択Lなかった場合，
そこに立地する商店は願客を獲得できなくなるのである。商業集積の選択には，
商業集積全体の魅カが高いのでその商業集積を選択する場合と，ある商店の魅
力が高いのでその商店の属する商業集積を選択する場合とある。しかし，どん
なによい個店があっても商業集積全体の魅力に欠けるとその商業集積は選択さ
れない場合もある。つまり，個店だげの努力だげでは，消費者はその商業集積
を選択せず，商業集積全体としての努力が求められる時期に入づてきているこ
とになる。このような状況においては，商業集積のアイデソティティーともい
うべぎものが求められることになる。
　今回の商店数の減少と大型店の関係については，大型店の存在Lている商業
集積ば存在していない商業集積より商店数の増減率が高い。大型店が減少Lて
いる商業集積では中小店も減少し，大型店が増加している商業集積では中小店
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竜増加する傾向にある。これらのことから，大型唐はその立地する商業集積に
おいては，商店数の滅少に余り影響を与えず，むしろ，大型店が出店するよう
な地点は商業が活性化しているといえる。Lたがって，犬型店の影響はその立
地する商業集積においては好影響がでているといえる・逆に，大型店が撤退す
る商業集積において，商店数が減少Lているので、犬型店が撤退Lないような
魅力づくりを商業集積とLて行う必要があるといえる。
　商業集積の階層の視点からは，階層の低い商業集積において商店数の減少が
より多くの商業集積で発生している’。近隣型の商業集積の階層を当該地域に不
適応な水準にするわげにはいかないが，駐車場により自動車利用客への対応も
できるようになることなどで，階層の設定を若干上昇させることカミ可能であ
る。つまり，近隣型の商業集積は急に広域型にすることぱできないが，’近隣型
より広範囲の商圏から顧客を吸引し，より高い階層である地域型の特性を指向
・することが可能となる。この考え方は地域型，広域型においても同様である。
階層設定を上方に移行することにより，顧客吸引力が高まり，それは商店数の
増減率の上昇にもつながることになる。
　以上のことからまとめて述べると，今後，商業集積の形態は小範囲高密度と
なっていき，さらにその階層については，徐々に上方に移行することになると
思われる。
　それに対する政策とLては，廃業店舗の跡地の利用を促進すること，とくに，
庫客への対応と，そこへのアクセスに関わる道路などの整備がまず挙げられ
る。今後，商業集積同士の競争が顕著になる場合，距離への視点が従来とは相
．違し，徒歩から自動車への対応の視点が必要である。しかし，この問題には商
業集積に直接関係する政策だけでは対応Lきれない面があり，商業政策と都市
’計画や交通政策との整合性が重視されることとなる。さらに，商店街のみが主
体となって各種の改善などをおこなうだけではなく・国や地方公共団体の分担
一部分もあるであろうし，なかには第3セクター方式を利用して，秩序ある再開
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発をすすめる施策も考えられる。その際の資金的た問題に対しては・土地信託
制度を利用することにより，権利考が店舗移動に容易に参加できるようにする
ことや，地価問題をある程度回避することを考慮Lていく必要があり，商業集
積の改善が現実的におこなえるような方法の模索が必要となってくる。
　商業を産業の一つとLて捉えるだけではなく，さらに，生活の一側面に関わ
るものと提える必要がある。生活における一要素である買物利便をいかに規定
するかは今後の検討事項として残されるが，ここで一つだげいえることは，消
費老の商品の購入先は店舗だけではなく，それを用いないさまざまな購入方法
が存在していることである。したがって，店舗販売というのは商品の一購入先
でしかないということが改めて重視されることになる。大規模な無店舗販売業
考でなくとも，まったくルーチソな買物に対しては，店舗を有する商店も，デー
タベースに基づいて，商品を宅配することが可能である。通常，店舗販売と無店
舗販売は区別して考えられているが，店舗販売業者が無店舗販売の形態をとる
ことも可能である。商店数が減少して買物利便が損なわれても，無店舗販売ひ
形態によりそれを回避できるという視点が今後は浜通政策には求められる。
　昭和60年のr商業統計」において，商店数がはじめて大幅に減少したことが
判明し，日本の商業構造は変革期に差しかかっているといえる。そのなかにあ
って，商業集積は商店数減少寄与率が商店数構成比に較べて低く，商店数の今
回の減少をもたらLた主たる立地環境特性ではない。しかしながら，商業集積
には全商店の約4割が存在し，その内部，外部にはさ重ざまな変化が生じてお
り，商業集積は日本の商業構造を規定する一要因である。そして，商業集積に
まつわる政策は，単なる流通政策の範囲のみならず，商業従業者，消費考両方
の生活政策というべき範囲にまで拡大して考えられなげれぱならない時期にき
ている6
最後に，今回の研究においては，商業集積の視点から日本の商業構造の解距
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を試みたわげであるが，利用したr商業統計」のr立地環境特性別統計編』集
計が始まったのが，54年からであり，印刷物とLて公表され始めたのが57年か
らである。Lたがって，ある程度長い時系列でみることができないわけだが・
この点については，今後継続して公表されるであろう集計を待って・研究を続
けていく必要がある。
註（1）昭和57年と昭和60年の「商業統計」の間隔は正確には35ヶ月であ飢今回の分析
　　対象とする昭和54年，昭和57年は6月平日が調査期日であったが，昭和60年は5月
　　1日が調査期日である。なお，以下の分析において，年平均増滅率の算出にあたっ
　　ては1ヶ月の差を補正してある。
　（2）たとえぱ，以下のような研究があげられる。懸田（1987），鈴木（1986a，1986b），
　　鈴木・懸田他（1986），横森（1986a，1986b，1987），流通政策研究所（1987），流通
　　問題研究協会（1987）など。
　（3）　「商業統計」の『立地環境特佳別統計編』は昭和54年にはじめて集計され，磁気
　　テープで公表された。昭和60年の同編は，本稿脱稿時に未だ印刷物の形態では公表
　　されていないので，本研究においては磁気テープ版を利用した。
　（4）メソシュデータを利用した研究として，流通政策研究所（1984），山中（1986）な
　　どをあげることができる。
　（5）　『立地環境特性別統計編』の利用上の注意のなかに，「（1）商業集積地区内での商
　　店数の少ないものについて，ひとつの商業集積地区を商店街連合会に所属している
　　もの及び所属していなくても同窺模のものとしていますが，本集計では，小売業に
　　含まれる飲食店を除いていること，及びサービス業を対象としていないことから当
　　該商業集積地区内の商店数が少なくたっている場合があります。（2）商業集積地区内
　　で商店数の多いものについて，おおむねひとつの商店街をひとつの商業集積地区と
　　していますが，商店街が入り組んでいるようた場合は，2以上の商店街をまとめて，
　　商業集積地区を設定しているため，当該集積地区内の商店数が多くなる場合があり
　　ます。」（通商産業省，1985，5～6頁）とあり，商店街と商業集積を区分している
　　ことがわかるo
　（6）都市計画法においては商業地は近隣商業地域と商業地域とにわけられている。商
　　業地域は昭和47年4月28日建設省都市局長通逢において「都心又は副都心の商業地
　　等商業，業務，娯楽等の施設の集中地を図るべき区域」と定められてい弘
　（7）　ここで商業集積地区以外でその他の小売業の年間販売額シニアが30．7％と高くな
　　っている。それは商業集稜地区の20．5％よりも10ポイソト以上も高い。商業集積地
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　区ではその飽の小売業の構成比は最近の消費動向からみて高いと予測されるが・商
　業集積地区以外でのシニアのほうが高くなっている。その理由とLて，産業分類の
　その他の小売業の年間販売額シニアを商業集積地区以外でみてみると，商業集積地
　区以外の地区の燃料小売業の小売業計に占めるシニアは16．6％と高くなっている。
　商業集積地区では4．7％であるから約12ポイソトの差がある。燃料小売業のなかで
　もガソリン・ステーショソの年間販売額シニアが14．5％と燃料小売業のほとんどを
　占めていることがわかる。さらに，その他の小売業のシニア30．7％からみれば，ガ
　ソリン・ステーショソがほぼ半分を占めている。したがって，商業集積地区にはほ
　とんど存在しないガソリン・ステーションのために商業集積地区以外のその他の小
　売業の年間販売額シニアが大きくなっているわけである。また，商業集積地区以外
　の地区をさらに立地環境別にみると，工業地区と農漁山村その他の両地区で年間飯
　売額が高く，最終消費老向けの小売店の立地が商業集積地区以外にあるという理由
　の他に，本来卸売にいれられるぺき産業用の消費が統計上区分されず，小売の年間
　販売額を見かけ上増やしていることも推測される。
（8）減少寄与率がマイナスとは店舗数の増加を示す。
（9）この差に関わる増減は，「商業統計」の『立地環境特性別統計編』の印刷刊行され
　る予定になっているものが公表されないと，詳細は不明である。これは磁気テーブ
　版と印刷刊行版との公表内容の差によるものである。
⑩例えぱ，鈴木（1987b），懸田（1987）など参照。
（功　中小商業政策については，例えば，久保村隆楮・田島義博・森宏（1982），E．バ
　。ツァー・鈴木武編（1985）などが詳しい。
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